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伝統的経済学と行動経済学

　2008 年後半、アメリカのサブプライム問題から
始まった不況は、短期間のうちに世界中に広がって
いった。日本でも株価が大きく下がり、経済成長率
が低下し、失業率が上昇している。経済学の役割は、
このような不況や貧困問題の解決を考え、人々を豊
かにするための世の中の仕組みを考えることだ。
　伝統的な経済学は人間が狭い意味で「合理的」だ
ということを前提にしてきた。個々の消費者や企業
が合理的だという仮定を聞くと、多くの人は非現実
的だと感じるだろう。しかし、市場競争というメカ
ニズムのもとでは、非合理な行動をとっている人は、
競争に負けてしまい淘汰されていくと考えられる。
そのため、経済全体の動きを説明する際にはある程
度うまくいくのである。
　ところが、バブル崩壊による不況や消費者金融に
よる多重債務といった問題は、今までの経済学が想
定してきた合理性のもとでは発生しないはずの問題
である。そこで、今までの経済学よりも現実の人々
の選択行動を取り入れた「行動経済学」と呼ばれる
経済学が新しい経済学の潮流となってきた。
　様々な経済学の研究の結果、人間は特定のパター
ンで非合理な意思決定をすることが明らかにされて
きた。行動経済学は、そのような特定のパターンの
非合理性を経済学に取り入れていこうとしている研

究分野なのである。大阪大学の経済学研究科と社会
経済研究所を中心に生命機能研究科、人間科学研究
科、京都大学経済研究所で組織されているグローバ
ルCOEは、行動経済学に関する日本での研究拠点
を築いている。研究内容は、多岐に亘るが、そのう
ちいくつか具体的な研究を紹介しよう。

不況を説明する

　「合理性」を前提にすると、不況を説明できない。
というのは、モノが売れなくて、失業者が発生して
いれば、モノの値段が下がったり、賃金が下がるこ
とで、売れ残りや失業問題は解消してしまうからで
ある。不況を説明する上で、有力な仮説になってい
るのは、ケインズによって提唱されたお金に対する
人々の好み（流動性選好）が特別だと考える仮説で
ある。この流動性選好の特殊性（守銭奴的流動性選
好）をもとに不況を現代的な経済成長モデルを用い
て数学的に説明したのが、社会経済研究所の小野善
康教授である。
　小野教授の不況理論を直感的に説明してみよう。
モノやサービスは、消費すれば消費するほど、追加
的な満足度は低下していく。特定のモノやサービス
は、どうしても飽きてきたり、一定以上消費するこ
とが不可能になる。しかし、お金はどれだけあって
も、あればあるほどうれしい。なぜなら、お金とい
うのは、どんなモノやサービスも購入できるという
意味で流動性が高く、いわばトランプのジョーカー
のようなものだからだ。つまり、お金には流動性と
いう魅力が備わっているのである。こうしたお金へ
の選好の特殊性が、消費せずお金を貯めすぎるとい
う人々の行動を起こしてしまう。
　株や不動産についても将来の価格上昇に関する楽
観的期待から「持てば持つほどうれしい」という特
性があれば、人々は株や不動産を保有したがるし、
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そのため価格が上がっていく。バブルの発生だ。
　しかし、将来価格に関する楽観的期待がなくなっ
て、株や不動産を保有していることのうれしさが消
えてしまうとバブルが崩壊する。そうすると、人々
は株や不動産ではなく、お金だけを持ちたがる。お
金を持ちたがるとお金の値段は上がっていく。お金
の値段が上がるということは、お金の価値が上がる
ことだからモノの値段が下がるということだ。デフ
レの発生だ。デフレが発生すると、人々は買い物を
するのを将来に先延ばしにしようとする。なぜなら、
その方が安くモノが買えるからだ。そうなると、ま
すますモノが売れなくなってしまう。モノが売れな
くなるから、失業が発生する。こうした循環が続い
てしまって、長期の不況が発生するというのが小野
理論のしくみだ。

借金と肥満の共通点

　肥満という問題も行動経済学の研究対象になって
いる。太るか痩せるかというのは、今どれだけ食べ
るか、ということと将来どれだけ太るか、という現
在と将来の間の選択問題を人々が決めていると考え
ることができる。これは、ちょうど今お金を使って
楽しい生活をするか、貯金して将来豊かな生活をす
るかという経済的な意思決定とそっくりなのである。
ここで、一度決めたことをしっかり守るという意味
で合理的な人を想定すると、現在太っている人は、
全てそのような計算をした結果、合理的に太ってい
るということになってしまう。しかし、それでは、
太っていることを悩んでダイエットに励む人が多い
という事実と矛盾してしまう。そこで、行動経済学
では、人々は目先の利益を過大に評価してしまって、
後悔する傾向があるという特性を取り入れて、肥満
を説明し、その解決のための政策を提案している。
消費者金融における多重債務問題も肥満と似た問題
になる。

異時点間の選択行動

　将来と現在の間の選択行動では、一度決定したこ
とを後になって覆してしまうということが頻繁に起
こる。具体的な例をあげて考えてみよう。あなたが
運よくクジに当たって、お金をもらえることになっ
たとしよう。ただし、今なら１万円受け取れるが、
明日なら１万10円もらえるとする。どちらの受け

取りを選ぶだろうか。おそらく多くの人は、今１万
円もらうことを選ぶのではないだろうか。
　それでは、「１年後に１万円を受け取る」か「１
年と１日後に１万10円を受け取るか」と言われれ
ばどうするだろうか。今度は、多くの人は「一年も
待つのだからそれより一日多く待つことはなんでも
ないから、１日多く待って10円多く受け取る」と
考えるのではないだろうか。もしそう考えた人は、
１年後に後悔することになる。なぜなら、１年と１
日待つと答えた人に、1年後になって、「今日の１
万円」か「明日の１万10円」か、という質問をし
直せば、前者と答える可能性が高いからだ。どちら
も１日あたりの金利が0.1％という「高金利」で同
じなのに、直近の選択行動と将来の間の選択行動で
は、「辛抱強さ」が変わってしまうのだ。
　銀行預金や住宅ローンのように指数関数で増えて
いく金融商品と私たちの時間感覚には「ずれ」があ
る。こうした「ずれ」は、常に「今」を重視しすぎ
る選択行動を人々に取らせる原因になる。それが、
多重債務問題を引き起こしたり、肥満をもたらした
りするのである。私たちのGCOEの研究では、こ
のようないやなことの「先延ばし行動」をする人は、
肥満、借金、喫煙、飲酒の傾向が高いことをデータ
から明らかにしている。しかし、誰もがそういう問
題で悩むわけではない。多くの人は、「ずれ」の存
在を知っているから、一度決めた計画を途中で変更
できないように様々な縛りを自らに課して、この問
題から逃れている。たとえば、天引預金をしたり、
スポーツジムや英会話学校の代金を前払いしたりす
るのは、そうした工夫の例である。

新しい動きと人材育成

　経済学と脳科学の共同研究も新たな試みである。
機能的MRIの中に入ってもらった被験者に対して
経済実験をして、意志決定の際に脳のどこが活動し
ているかを調べて、経済的な意思決定が生物学的な
特性を反映しているのかを明らかにするのである。
このような分野は、神経経済学（ニューロエコノミ
クス）と呼ばれ、近年急速に発展している研究分野
である。本GCOEの田中沙織特任准教授（社会経
済研究所）は、この分野で世界的な業績を上げてい
る。
　大学院における人材育成面では、経済学の基礎的
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科目の徹底訓練、行動経済学特有の新しい研究手法
に関する教育、米国人特任教授による英文アカデミ
ックライティング、若手研究者のコンファランスに
特色がある。大阪大学経済学研究科では、ミクロ経
済学、マクロ経済学、計量経済学という３つのコア
科目を徹底的に訓練した上で、さまざまな分野の研
究に進んでいく。行動経済学を学ぶためには、その
上に経済実験、アンケート調査、神経経済学という
新しい研究手法を習得する必要があり、グローバル
COEでそのための授業を提供している。また、研
究成果を国際的に発表するためには英語で論文を書

く技術が不可欠である。そのための実践能力を身に
つけるために、英文経済学専門雑誌の編集長をして
いる米国人特任教授による英文アカデミックライテ
ィングの授業を開講している。さらに、大学院生中
心のコンファランスを開催し、若手研究者の論文発
表能力向上とネットワーク形成の機会を提供してい
る。以上のとおり、私たちのグローバルCOEは、
経済学者、社会学者、心理学者、脳科学者との共同
研究によって、新しい経済学を構築し、若手人材を
育成し、様々な経済問題を解決し「バラ色の未来」
を実現することを目指している。
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